
証券コード 3121
2023年６月13日

（電子提供措置の開始日2023年６月６日）

株 主 各 位
東京都港区港区西麻布三丁目３番１号

マーチャント･バンカーズ株式会社

代表取締役 髙 﨑 正 年

第99回 定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第99回定時株主総会を下記の通り開催いたしますので、ご通知申し上げ

ます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに「第99回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載し
ております。

当社ウェブサイト https://mbkworld.co.jp/irinfo/stock/

また、上記のウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲
載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアク
セスして、銘柄名（会社名）または証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書
類／ＰＲ情報」を選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、株主総会当日のご出席願えない場合は、書面（郵送）または電磁的方法
（インターネット）により事前に議決権を行使することができますので、お手数な
がら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、３頁から４頁
の案内に従って、2023年６月27日（火曜日）午後６時までに議決権を行使してく
ださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

１． 日 時 2023年６月28日（水曜日）午前10時30分

２． 場 所 東京都港区赤坂九丁目７番１号 東京ミッドタウン
ホール＆カンファレンス Ｒｏｏｍ１＋２

３． 目 的 事 項

報 告 事 項 1．第99期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業報告
の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

2．第99期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算書類
の内容報告の件

決 議 事 項

第 １ 号 議 案 定款一部変更の件

第 ２ 号 議 案 取締役５名選任の件

第 ３ 号 議 案 監査役１名選任の件

第 ４ 号 議 案 補欠監査役１名選任の件

第 ５ 号 議 案 会計監査人選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお

願い申し上げます。

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させてい

ただきます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討の上、議決権を行使してください
ますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）により
議決権を行使される場合

インターネットにより
議決権を行使される場合

同封の議決権行使書用紙を
会場受付にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に
議案に対する賛否をご表示
の上、切手を貼らずにご投
函ください。議決権行使書
面において、議案に賛否の
表示がない場合は、賛成の
意思表示をされたものとし
て取り扱わせていただきま
す。

次頁の案内に従って、議案
に対する賛否をご入力くだ
さい。

日 時 行使期限 行使期限

2023年６月28日（水曜日）

午 前 10 時 30 分
（受付開始：午前 10時）

2023年６月27日（火曜日）

午後６時00分到着分まで

2023年６月27日（火曜日）

午後６時00分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

※議決権行使書はイメージです。

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１・３・４・５号
議案

・賛成の場合 ≫「賛」の欄に〇印
・反対する場合 ≫「否」の欄に〇印

第２号議案

・全員賛成の場合 ≫「賛」の欄に〇印

・全員反対する場合 ≫「否」の欄に〇印

・一部の候補者に
反対する場合

≫
「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号
をご記入ください。

書面（郵送）及びインターネットにより重複して議決権行使をされた場合は、インタ
ーネットによる議決権行使を有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。ま
た、インターネットにより複数回にわたり議決権行使をされた場合は、最後に行われ
たものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。
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※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法

「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを

入力する方法

「スマート行使」での議決権行使は１回に 

限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手
数ですがPC向けサイトへアクセスし、議決権行使
書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パスワー
ド」を入力してログイン、再度議決権行使をお願
いいたします。
※�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向け
サイトへ遷移できます。

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく

議決権行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使ウェブサイト

https://www.web54.net

1
議決権行使書用紙右下に記載の 

QRコードを読み取ってください。

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォンの操作方法など

がご不明な場合は、右記にお問い合わせ

ください。

三井住友信託銀行
証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間 ９：00～21：00）

2
以降は画面の案内に従って 

賛否をご入力ください。

4
以降は画面の案内に従って

賛否をご入力ください。

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

1
議決権行使ウェブサイトに

アクセスしてください。

「次へすすむ」をクリック

2
議決権行使書用紙に記載された

「議決権行使コード」をご入力ください。

「ログイン」をクリック

「議決権行使コード」
を入力

3
議決権行使書用紙に記載された

「パスワード」をご入力ください。

「登録」をクリック

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください
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事 業 報 告

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度（以下「当期」）における我が国経済は、新型コロナウイルス感染

症の重症化リスクの減退により行動制限が緩和され、経済活動が徐々に正常化に向

かいつつあります。しかしながら、新たな変異株による感染拡大の懸念、ウクライ

ナをめぐる国際情勢等に起因する原材料価格の上昇などにより、景気の先行き不透

明な状況は依然として続きました。

当社グループの主要な事業領域であります、国内外の金融・不動産市場におきま

しては、新型コロナウイルス感染症の影響が軽微であり、また相対的に安定した利

回りを得られる不動産投資へのニーズは高く、投資への需要は底堅い状況が続いて

おります。

このような経済状況のもと、当期の当社グループは、さまざまな外的要因による

事業活動への制約を受けながらも、オペレーション事業における各拠点の採算向上

など、安定的な収益力を強化するための取り組みを進めてまいりました。

以上の結果、当期の当社グループの業績は、当社が保有する収益用不動産物件の

一部を売却し、売上高は前年同期に対して60.0％増加し4,352百万円となりました。

各段階利益については、営業利益355百万円(前年同期比6.2％増)となりましたが、

貸倒引当金、減損損失、投資有価証券評価損等の計上により、経常利益144百万円

(前年同期比34.2％減)、親会社株主に帰属する当期純損失66百万円（前年同期は親

会社株主に帰属する当期純利益70百万円）となりました。

報告セグメントごとの業績及び直近の状況は、次の通りであります。

（マーチャント・バンキング事業）

当社グループは、当事業部門におきまして、主に国内外の企業及び不動産向けの

投資事業を営んでおります。

当期は、当事業部門の収益の柱であります賃貸用不動産から得られる賃貸収入が、

新型コロナウイルス感染症の影響を受けることなく、安定的に推移いたしました。

また当期は収益用不動産の一部及び保有するホテル物件を売却した結果、前年同期
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と比較して、売上高3,731百万円(前年同期比79.4％増)、セグメント利益604百万円

(前年同期比1.7％増)の増収増益となりました。

（オペレーション事業）

当社グループは、当社、株式会社ホテルシステム二十一(連結子会社)及び株式会

社ケンテン(連結子会社)において、宿泊施設、ボウリング場、インターネットカフ

ェ店舗及び服飾雑貨店の運営、並びに給食業務の受託を行っております。

当期はホテル物件（ブルーポートホテル苅田北九州空港）の売却に伴い、物件売

却先の関係会社にホテルの運営を引き継ぎし、また給食業務の受託も2023年３月末

をもって終了致しました。

その他の事業所につきましては、長期化していた新型コロナウイルス感染症拡大

の影響を受け、前年同期に対し、売上高は620百万円（前年同期比3.1％減）、セグメ

ント損失は64百万円（前年同期はセグメント損失61百万円）の減収減益となりまし

た。

(2) 設備投資の状況

当連結会計年度において実施した設備投資の総額は、リース資産として計上した

ものを含めて、1,960百万円となりました。その主な内容は、賃貸用不動産４物件の

取得による1,648百万円となっております。

(3) 資金調達の状況
当連結会計年度中に、賃貸用不動産の取得等のため、金融機関より長期借入金と

して1,910百万円を調達いたしました。

(4) 対処すべき課題
当社グループは、経営基盤の強化及び持続的な事業成長を実現するための重要課

題として、以下の５つの事項を挙げ、取り組んでおります。
① 営業投資事業における収益確保と適切なリスク管理
② 販売促進及び合理化努力によるオペレーション事業の採算向上
③ 新規事業の立ち上げによる収益基盤の拡大
④ 専門知識や豊富な経験を持った人材の確保・育成・組織化
⑤ 投資回収やファイナンスを通じた事業成長に必要な資金の確保
また、併せまして、当社グループ全体のコンプライアンス体制、リスク管理体制

の強化をさらに進め、引き続き経営の健全性確保に努めてまいります。

(5) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係

該当事項はありません。
② 重要な子会社等の状況
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会 社 名 資 本 金 出資比率 主要な事業内容

株 式 会 社 ホ テ ル
シ ス テ ム 二 十 一

50,000
千円

100.0
％ 「ブルーポートホテル苅田北九州空

港」（福岡県）の運営
※2022年12月事業譲渡済※

株式会社ケンテン 0
千円

100.0
％

服飾雑貨店の運営

株式会社MBKハウスマネジメント 10,000
千円

100.0
％

建物及び関連設備に関するメンテナ
ンス業務

株式会社エストニアン・ジャパン・トレーディング・
カンパニー・ホールディングス

50,500
千円

50.0
％

エストニア共和国での事業展開に関
する統括業務

Estonian Japan
Treding Company AS

147,389
千円

50.0
％

エストニア共和国での事業展開に関
する統括業務

株式会社エストニアン・ジャパン・
トレーディング・カンパニー日本

300
千円

50.0
％

国内及び海外への不動産投資

O'Pen Eesti OÜ 324
千円

50.0
％

海外展開に関するコンサルティン
グ業務

娯楽TVメディア・コンテンツ株式会社 10,000
千円

100.0
％

各種メディア・コンテンツの企画、
製作、販売業務

③ 重要な企業結合等の状況
該当事項はありません。

④ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

このほか、以下の項目につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト
(https://mbkworld.co.jp/irinfo/stock/）に掲載しております。
(6) 財産及び損益の状況
(7) 主要な事業内容
(8) 主要な営業所及び工場
(9) 従業員の状況
(10)主要な借入先

― 7 ―

2023年06月05日 17時14分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 90,000,000株

(2) 発行済株式の総数 29,489,890株（自己株式を含む）

(3) 株 主 数 5,661名

このほか、(4) 大株主（上位10名）につきましては、インターネット上の当社ウェ
ブサイト（https://mbkworld.co.jp/irinfo/stock/）に掲載しております。

３．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長兼CEO 髙 﨑 正 年

取 締 役 小 船 賢 一
株式会社ケンテン 代表取締役
株式会社JKMTファイナンス
代表取締役

取 締 役 西 村 豊 一
アートポートインベスト株式会社
代表取締役

常 勤 監 査 役 片 山 喜 包

監 査 役 鈴 木 昌 也 公認会計士鈴木昌也事務所代表

監 査 役 家 形 博

(注) １ 取締役西村豊一氏は、社外取締役であります。また、監査役片山喜包氏、鈴木昌也氏並び
に家形博氏は社外監査役であります。

２ 監査役鈴木昌也氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の
知見を有するものであります。

３ 当社は、東京証券取引所に対し、監査役片山喜包氏及び鈴木昌也氏を独立役員として届け
出ております。

４ 当事業年度中の取締役の異動は次の通りであります。
(1) 就任

2022年10月31日退任した常勤監査役の補欠として、家形博は監査役に選任され就任い
たしました。
(2) 退任

岑嘉宝氏は2022年10月31日をもって常勤監査役を、また小貫英樹は2022年12月19日をも
って取締役副社長COOを退任いたしました。
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(2) 責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役及び社外監査役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契
約に基づく賠償責任限度額は、金100万円又は法令が定める限度額のいずれか高い額
としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該取締役(業務執行取締
役等であるものを除く)及び監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意で
かつ重大な過失がないときに限られます。

(3) 役員等賠償責任保険の内容の概要
当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と

の間で締結し、被保険者が負担することになる役員に対する賠償、会社に関する賠
償及びこれらに係る費用の損害を当該保険契約により塡補することとしております。
当該保険契約の被保険者は取締役及び監査役（補欠監査役を含む）であり、すべて
の被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。なお、当該保険
契約は2023年７月に更新を予定しております。

(4) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等

① 取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社の取締役及び監査役の報酬等の内容に係る決定方針は、おおむね事業年
度ごとに、代表取締役社長以下、業務執行取締役が協議を行い、株主総会にお
いて授権された範囲内において、取締役会及び監査役会の決議により決定して
おります。
現行の報酬水準の決定方針については、組織体制の規模が小体であり、各取

締役（社外取締役を除く）は、経営陣幹部として、実際の業務執行の指揮監督
を担っており、特に従業員兼務取締役は部門長としての管理職業務を行ってお
ります。
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このため、当社の取締役及び監査役報酬（社外取締役及び社外監査役を除く）
は、直近の損益状況を鑑み、全体的に抑制的な運用を行う中で、当社従業員給
与水準を参考に、適正な給与階層となるよう配慮し定めております。取締役以
外の経営陣幹部についても、これに準じた考え方により決定しております。

社外取締役及び社外監査役の報酬については、相当に低い水準に定めており
ます。

当社は、金銭報酬以外に、取締役・監査役に対するストック・オプション制
度を設けておりますが、2011年9月以降、発行に係る業務負担や業績動向などを
踏まえ発行実績がありません。また、当社は、役員退職慰労金制度は設けてお
りません。なお、当社は、グループの組織体制の規模が小体であることや、他
の上場企業と比較して報酬の水準が高くないことなどから、効率性を重視し、
報酬の決定プロセスに関与する諮問委員会等の機関は特に設けておりません。

② 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

当社の取締役の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2007年６月25日であ

り、決議の内容は、取締役報酬の総枠は、年間の総枠400百万円以内とするもの

であります。なお、当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は３名（うち社

外取締役は１名）であります。

当社の監査役報酬等に関する株主総会の決議年月日は2005年６月24日であり、

決議の内容は、監査役報酬の総枠は、年間の総枠50百万円以内とするものであ

ります。なお、当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名であります。

③ 取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取

締役会が判断した理由

当社は、取締役及び監査役の個人別の報酬等の内容の決定に関しては、審議

プロセスの公正性・透明性を確保するため、株主総会で承認された報酬限度額

の範囲内で、おおむね事業年度ごとに、代表取締役社長以下、業務執行取締役

が規程に基づき作成した報酬案を審議・承認し、取締役会及び監査役会が決定

していることから、その内容は決定方針に沿うものであると判断しております。
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④ 取締役及び監査役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(人)基本報酬
業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役
(うち社外取締
役）

18,320
(1,710)

18,320
(1,710)

－
（－)

－
（－)

５
(１)

監査役
(うち社外監査
役）

7,960
(6,760)

7,960
(6,760)

－
（－)

－
(－)

４
(３)

⑤ 業績連動報酬等に関する事項

当社は、業績連動報酬等として取締役及び監査役に対して賞与を支給してお

りません。

⑥ 非金銭報酬等の内容

当社は、非金銭報酬等として取締役及び監査役に対して株式報酬を交付して

おりません。

このほか、(4) 社外役員に関する事項 につきましては、インターネット上の当社

ウェブサイト（https://mbkworld.co.jp/irinfo/stock/）に掲載しております。
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４．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社では、株主の皆様に対する利益還元を経営上の重要な施策の一つとして位置

づけ、将来における安定的な企業成長と経営環境の変化への対応のために必要な内

部留保資金を確保しつつ、経営成績に応じた株主の皆様への利益還元を継続的に行

うことを基本方針としております。

当社は、「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法

令に別段の定めのある場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により

定める」旨定款に定めており、期末配当のみの年１回、または中間配当と期末配当

の年２回の剰余金の配当を行う方針であります。

当期（2023年３月期）は、減損損失や投資有価証券評価損など、資産の評価減を

行い、親会社株主に帰属する当期純損失66百万円を計上いたしましたが、物件売却

の売上利益等により、十分なキャッシュフローを確保いたしましたので、資本剰余

金を原資といたしまして、配当を実施させて頂く所存でございました。

しかしながら、当社の監査法人が2023年３月期の分配可能額の精査を行う過程に

おいて、本件期末配当が会社法および会社計算規則により算定した分配可能額を超

過するおそれがあることに気づき、当社に指摘があり、当社が確認した結果、会社

法で定める配当可能限度額が負であることが判明したため、2023年３月期の配当は

見合わせさせて頂くことといたしました。

株主の皆様には、心からお詫び申し上げるとともに、今期年間１株当たり２円の

配当をできるよう努めてまいりますので、ご理解賜りますよう、お願い申し上げま

す。

また、代表取締役 髙﨑正年は、責任をとり、2023年６月より2023年11月までの

６か月間、取締役報酬を20％減額いたしますので、あわせて、お知らせ申し上げま

す。
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以上のほか、本事業報告における、以下の事項につきましては、インターネット

上の当社ウェブサイト（https://mbkworld.co.jp/irinfo/stock/）に掲載しており

ます。

５．会社の新株予約権等に関する事項

６．会計監査人の状況

７．業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

８．株式会社の支配に関する基本方針
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連 結 貸 借 対 照 表
(2023年３月31日現在)

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 1,913,670 流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

１年内返済予定の長期借入金

未 払 費 用

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

長期預り敷金保証金

リ ー ス 債 務

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

549,377

30,022

233,166

99,749

186,439

5,700,354

5,649,410

35,171

3,015

2,456

10,300

現 金 及 び 預 金 1,552,385

売 掛 金 87,583

商 品 及 び 製 品 1,832

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,352

未 収 入 金 31,891

営 業 投 資 有 価 証 券 30,000

そ の 他 266,999

貸 倒 引 当 金 △58,374

固 定 資 産 8,267,906

有 形 固 定 資 産 7,762,716

建物及び構築物（純額） 3,842,633

リ ー ス 資 産 （純 額） 26,300 負 債 合 計 6,249,732

土 地 4,037,010 純 資 産 の 部

そ の 他 （純 額） 11,698 株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

3,930,949

3,190,167

811,577

△5,668

△65,127

895

2,548

△1,653

減 損 損 失 累 計 額 △154,926

無 形 固 定 資 産 191,630

著作権利用許諾使用料 187,200

そ の 他 4,430

投 資 そ の 他 の 資 産 313,558

投 資 有 価 証 券 91,412

出 資 金 1,400

敷 金 及 び 保 証 金 37,430

長 期 貸 付 金 42,207

長 期 前 払 費 用 142,107 非 支 配 株 主 持 分 －

貸 倒 引 当 金 △1,000 純 資 産 合 計 3,931,845

資 産 合 計 10,181,577 負債及び純資産合計 10,181,577

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

( 2022年４月１日から
2023年３月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,352,285

売 上 原 価 3,352,883

売 上 総 利 益 999,402

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 643,517

営 業 利 益 355,884

営 業 外 収 益 42,600

受 取 利 息 4,270

受 取 配 当 金 5,027

受 取 賃 借 料 14,433

そ の 他 18,868

営 業 外 費 用 254,383

支 払 利 息 95,803

支 払 手 数 料 121,089

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 17,876

そ の 他 19,614

経 常 利 益 144,101

特 別 利 益 14,717

助 成 金 収 入 2,500

投 資 有 価 証 券 売 却 益 12,217

特 別 損 失 196,405

減 損 損 失 136,994

固 定 資 産 売 却 損 27,629

投 資 有 価 証 券 評 価 損 30,834

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 946

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 37,586

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 27,503

法 人 税 等 調 整 額 1,023

当 期 純 損 失 66,113

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 損 失 66,113
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 3,190,167 811,577 122,221 △20 4,123,946

当 期 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

当 期 純 損 失
－ － △66,113 － △66,113

連 結 範 囲 の 変 動 － － △2,796 － △2,796

自 己 株 式 の 取 得 － － － △65,107 △65,107

剰 余 金 の 配 当 － － △58,979 － △58,979

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期変動額 (純額 )

－ － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － △127,889 △65,107 △192,996

当 期 末 残 高 3,190,167 811,577 △5,668 △65,127 3,930,949

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純 資 産 合 計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 5,499 △2,153 3,346 － 4,127,292

当 期 変 動 額

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

当 期 純 損 失
－ － － － △66,113

連 結 範 囲 の 変 動 － － － － △2,796

自 己 株 式 の 取 得 － － － － △65,107

剰 余 金 の 配 当 － － － － △58,979

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期変動額 (純額 )

△2,950 500 △2,450 － △2,450

当 期 変 動 額 合 計 △2,950 500 △2,450 － △195,447

当 期 末 残 高 2,548 △1,653 895 － 3,931,845

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

― 16 ―

2023年06月05日 17時14分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



貸 借 対 照 表

(2023年３月31日現在)
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

営 業 貸 付 金

関係会社短期貸付金

営 業 投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 （純 額）

構 築 物 ( 純 額 )

機械及び装置(純額

工具器具及び備品(純額)

リ ー ス 資 産

土 地

減 損 損 失 累 計 額

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

敷 金 及 び 保 証 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

貸 倒 引 当 金

2,215,975

1,514,969

60,035

1,385

1,352

36,311

24,464

2,237

492,600

30,000

179,835

△127,215

7,680,314

7,257,248

3,559,648

7,632

2,949

8,231

26,300

3,807,412

△154,926

1,756

1,447

308

421,309

89,978

119,144

1,200

37,430

42,207

132,347

△1,000

流 動 負 債 708,985

買 掛 金 28,482

１年内返済予定の長期借入金 213,354

リ ー ス 債 務 523

未 払 金 11,824

未 払 費 用 95,241

前 受 金 175

預 り 金 193,144

未 払 法 人 税 等 20,670

そ の 他 145,567

固 定 負 債 5,225,657

長 期 借 入 金 5,178,763

リ ー ス 債 務 1,843

預 り 敷 金 ・ 保 証 金 32,293

繰 延 税 金 負 債 2,456

そ の 他 10,300

負 債 合 計 5,934,643

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,959,098

資 本 金 3,190,167

資 本 剰 余 金 811,577

資 本 準 備 金 761,983

その他資本剰余金 49,594

利 益 剰 余 金 22,480

利 益 準 備 金 25,252

その他利益剰余金 △2,771

繰越利益剰余金 △2,771

自 己 株 式 △65,127

評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,548

その他有価証券評価差額金 2,548

純 資 産 合 計 3,961,647

資 産 合 計 9,896,290 負債及び純資産合計 9,896,290

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,166,764

売 上 原 価 3,310,603

売 上 総 利 益 856,161

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 488,612

営 業 利 益 367,548

営 業 外 収 益 45,588

受 取 利 息 5,854

受 取 配 当 金 5,024

受 取 賃 借 料 14,433

そ の 他 20,277

営 業 外 費 用 248,932

支 払 利 息 90,943

支 払 手 数 料 121,089

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 17,876

そ の 他 19,023

経 常 利 益 164,204

特 別 利 益 12,217

投 資 有 価 証 券 売 却 益 12,217

特 別 損 失 195,176

減 損 損 失 41,694

固 定 資 産 売 却 損 27,629

関 係 会 社 株 式 評 価 損 9,999

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 86,016

投 資 有 価 証 券 評 価 損 29,834

税 引 前 当 期 純 損 失 18,753

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 27,000

法 人 税 等 調 整 額 △211

当 期 純 損 失 45,542
(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

― 18 ―

2023年06月05日 17時14分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
独立監査人の監査報告書

2023年６月２日
マーチャント・バンカーズ株式会社
取 締 役 会 御中

南青山監査法人
東京都港区

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 原 田 辰 也

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 黛 基 比 古

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 中 島 敦 史

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、マーチャント・バンカーズ株式会社の2022

年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、マーチャント・バンカーズ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算

書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
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計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関
連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認めら
れる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確
実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ
いているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ
適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して
責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2023年６月２日

マーチャント・バンカーズ株式会社
取 締 役 会 御中

南青山監査法人
東京都港区

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 原 田 辰 也

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 黛 基 比 古

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 中 島 敦 史

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、マーチャント・バンカーズ株式会社

の2022年４月１日から2023年３月31日までの第99期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセス
の整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、
並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で

識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定
を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第99期事業年度の取締役の職務の執行に

関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり

報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、

取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備

に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお

いて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び

監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な

ものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議

の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び

使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、

意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると

ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会

計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書

類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検

討いたしました。
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２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら

れません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は

認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人南青山監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人南青山監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年６月２日 マーチャント・バンカーズ株式会社 監査役会

常勤監査役
社外監査役

片 山 喜 包 ㊞

社外監査役 鈴 木 昌 也 ㊞

社外監査役 家 形 博 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
第１号議案 定款一部変更の件

１．提案の理由
当社の事業年度は、毎年4月1日から翌年3月31日までとしておりますが、経営

及び事業運営の効率化、業績管理の厳密化を進めるとともに、より適時・適正な
経営情報の開示を図るため、毎年11月1日から翌年10月31日までに変更いたしま
すとともに、今後の事業展開に備えるため、定款第2条（目的）につきまして、
事業目的を一部追加するものであります。

２．変更の内容
変更の内容は次の通りであります。

（下線部分は変更箇所を示します。）

現 行 定 款 変更案

第1条 （条文省略）

第２条（目的） 当会社は、次の事業を
営むことを目的とする。

(1)～(31) （条文省略）

第1条 （現行通り）

第２条（目的） 当会社は、次の事業を営
むことを目的とする。

(1)～(31) （現行通り）
（新 設）

（新 設）

(32) 前各号に付帯する業務及び前各号
の目的を達成するために必要な業務

(32)防犯カメラの販売及び設置等、セキュ
リティに関する事業

(33) 土木工事業、建築工事業、大工工事
業、左官工事業、とび・土工工事業、石
工事業、屋根工事業、電気工事業、管工
事業、タイル・れんが・ブロック工事業、
鋼構造物工事業、鉄筋工事業、舗装工事
業、しゅんせつ工事業、板金工事業、ガ
ラス工事業、塗装工事業、防水工事業、
内装仕上工事業、機械器具設置工事業、
熱絶縁工事業、電気通信工事業、造園工
事業、さく井工事業、建具工事業、水道
施設工事業、消防施設工事業、清掃施設
工事業及び解体工事業

(34) 前各号に付帯する業務及び前各号の目
的を達成するために必要な業務

― 25 ―

2023年06月05日 17時14分 $FOLDER; 25ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



現 行 定 款 変更案

第３条～第12条 （条文省略） 第３条～第12条 （現行通り）

第13条（招集） 当会社の定時株主総会

は、毎年６月にこれを招集し、臨時株

主総会は、必要あるときに随時これを

招集する。

第13条（招集） 当会社の定時株主総会は、

毎年１月にこれを招集し、臨時株主総会

は、必要あるときに随時これを招集する。

第 14 条（定時株主総会の基準日） 当

会社の定時株主総会の議決権の基準日

は、毎年３月31日とする。

第15条～第37条 （条文省略）

第 14 条（定時株主総会の基準日） 当会

社の定時株主総会の議決権の基準日は、

毎年10月31日とする。

第15条～第37条 （現行通り）

第 38 条（事業年度） 当会社の事業年

度は毎年４月１日から翌年３月31日ま

での１年とする。

第39条 （条文省略）

第 38 条（事業年度） 当会社の事業年度

は毎年11月１日から翌年10月31日までの

１年とする。

第39条 （現行通り）

第 40 条（剰余金の配当の基準日） 当

会社の期末配当の基準日は、毎年３月

31日とする。

２ 当会社の中間配当の基準日は、毎年

９月30日とする。

第41条 （条文省略）

第 40 条（剰余金の配当の基準日） 当会

社の期末配当の基準日は、毎年10月31日

とする。

２ 当会社の中間配当の基準日は、毎年４月

30日とする。

第41条 （現行通り）
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現 行 定 款 変更案

第７章 附 則

第42条 （条文省略）

第43条（電子提供措置等に関する経過措

置）

（条文省略）

２ （条文省略）

３ （条文省略）

第７章 附 則

第42条 （現行通り）

（削 除）

（新 設） 第43条（第100期事業年度） 第38条の規定

にかかわらず、第100期の事業年度は、

2023年４月１日から2023年10月31日まで

の７か月間とする。

（新 設） 第44条（第100期の中間配当の基準日） 第

40条の規定にかかわらず、第100期の中間

配当の基準日は、2023年９月30日とする。

（新 設） 第45条（附則の有効期限） 第43条から本条

までの規定は、第100期の事業年度経過を

もって削除する。
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第２号議案 取締役５名選任の件

取締役３名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。今回、取締

役５名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次の通りであります。
候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

1

髙
た か さ き

﨑 正
ま さ と し

年
1967年２月19日生

1990年４月 国際証券株式会社（現三菱ＵＦＪモルガン・
スタンレー証券株式会社）入社

―

2003年４月 株式会社アートポート 入社
2013年２月 アートポート不動産株式会社（現アートポー

トインベスト株式会社）代表取締役
2014年１月 当社投資事業部部長
2015年10月 当社執行役員投資事業部部長
2016年４月 当社執行役員CFO兼財務経理部長
2016年６月 当社取締役CFO兼財務経理部長
2021年９月 当社代表取締役副社長CFO兼財務経理部長
2022年６月 当社代表取締役社長兼CEO（現任）

＜取締役候補者とした理由及び期待される役割＞

金融機関で培った財務及び会計に関する幅広い知見を有しており、2016年に就任以来、

同氏は、当社の事業及び経営についての豊富な経験と幅広い見識を有しており、当社取

締役として、当社の成長と発展に貢献していただいております。今後も当社の株主価

値・企業価値の持続的向上に適切な人材と判断し、同氏を引き続き取締役候補者といた

しました。

２

西
に し む ら

村 豊
と よ か ず

一

1963年12月５日生

1986年４月 プレイロード株式会社 入社

―

1999年６月 株式会社アートポート 入社
2010年８月 株式会社ラファン代表取締役（現任）
2016年３月 アートポートインベスト株式会社 代表取締役

（現任）
2016年３月 株式会社娯楽ＴＶ 代表取締役(現任）
2019年６月 当社取締役(現任)
(重要な兼職) アートポートインベスト株式会社 代表取締役

＜社外取締役候補者とした理由及び期待される役割＞

企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有し、取締役会の意思決定の妥当性・

適正性を確保するための助言・提言・意見をいただいております。当社は、同氏のこの

ような幅広く豊富な経験・見識及びそれに基づく助言・監督が、当社事業計画及び成長

戦略の実現、並びに当社の株主価値・企業価値の持続的向上に適切な人材と判断し、同

氏を引き続き社外取締役候補者といたしました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

３

サム・ガーボウ

1963年10月２日生

1989年６月 Golden Harvest (HK) Limited（現Orange Sky
Golden Harvest Entertainment (Holdings)
Limited）入社

―
1992年７月 Asia Television Limited入社
1998年２月 Sameway Production Limited入社
2008年３月 Dragon Star Film Limited入社
2017年７月 MBK Asia Limited入社、マネジャー（現任）
2020年６月 当社取締役
(重要な兼職) MBK Asia Limited マネジャー

＜取締役候補者とした理由及び期待される役割＞

海外展開を含む新たな仕組みづくりなど、当社の経営における重要な事項に関し、積

極的な意見・提言をいただいております。これらの経験や知識を業務執行の監督に活か

すことにより、今後も当社の株主価値・企業価値の持続的向上に適切な人材と判断し、

同氏を取締役候補者といたしました。

４

山 崎 佳 奈 子
や ま ざ き か な こ

1982年2月9日生

2004年６月 株式会社マザーバード 入社

―
2009年１月 中根保株式会社 入社
2012年５月 ＷＡＣホールディング株式会社 入社
2016年９月 当社 入社
2023年３月 当社執行役員CFO兼財務経理部長（現任）

＜取締役候補者とした理由及び期待される役割＞

2016年の入社以来、財務経理部門を一貫して担い他社での経験を踏まえた積極的な提

言・意見をいただいております。また、多様性の観点から女性役員としての発想や想像

力が必要となりつつある環境において適切な人材であると判断し、同氏を取締役候補者

といたしました。

５

チャン・チン
1972年10月21日生

1995年９月 Arthur Andersen & Co.入社（1997年公認会計
士協会会員資格取得）

―

1997年７月 Natwest Markets Corporate Finance入社（ア
ナリスト）

1998年３月 New World China Enterprises Projects
Limited,入社（プロジェクトマネジャー）

2001年10月 Commerzbank AG Hong Kong Branch入社（コー
ポレートファイナンスM&A アドバイザリー担
当バイス・プレジエント）

2004年３月 New World Strategic Investments Limited 入 社
（財務管理者）

2005年３月 同社投資ディレクター
2008年３月 同社エグゼクティブディレクター
2018年４月 The Artisan Group LP設立

＜取締役候補者とした理由及び期待される役割＞

今後のアジア圏を中心とするビジネス展開において、香港出身の同氏の経験・知見を

活かし、当社の成長と事業戦略及び株主価値・企業価値の持続的向上に適切な人材と判

断し、同氏を取締役候補者といたしました。
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(注) １ 社外取締役候補者西村豊一氏の重要な兼職先であるアートポートインベスト株式会社は、
当社の筆頭株主（持株比率33.33％）であり、当該会社と当社の間には、不動産の賃借取引
があります。なお、その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２ 当社の英語職名の略は次の通りであります。
CEO：Chief Executive Officer
CFO：Chief Financial Officer

３ 当社は、保険会社との間で、取締役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する
役員等賠償責任保険契約（Ｄ＆Ｏ保険）を締結しており、被保険者がその職務の執行に関
し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じる損害を
填補することとしております。本議案が承認された場合、各氏は当該保険契約の被保険者
となります。なお、当該保険契約は2023年７月に更新を予定しております。

４ 西村豊一氏は社外取締役候補者であります。
５ 西村豊一氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、当社社外取締役としての在任期間

は、本総会終結の時をもって４年となります。
６ 当社は、西村豊一氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、100万円または会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額と
しており、再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

７ 西村豊一氏は当社の特定関係事業者（主要な取引先）であるアートポートインベスト株式
会社の代表取締役であります。
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第３号議案 監査役１名選任の件

監査役鈴木昌也氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査

役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次の通りであります。

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

鈴
す ず き

木 昌
ま さ や

也

1957年７月18日生

1980年４月 公認会計士深山小十郎事務所入所

―

1985年11月 監査法人中央会計事務所(現EY新日本有限責任監査法
人)入所

1997年１月 公認会計士鈴木昌也事務所代表（現任）
1998年４月 株式会社SFCG 社外監査役
2002年12月 マルマン株式会社 社外監査役
2003年６月 当社社外監査役（現任）
2007年６月 佐藤食品工業株式会社 社外取締役
(重要な兼職) 公認会計士鈴木昌也事務所代表

＜社外監査役候補者とした理由及び期待される役割＞

公認会計士としての専門知識・経験等を、当社の経営の監査及び監督に生かしていただきたい

ためであります。なお、同氏は、過去に社外取締役または社外監査役となること以外の方法で会

社の経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により、社外監査役として、その職務を

適切に遂行できるものと判断しております。
(注) １ 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２ 当社は、保険会社との間で、監査役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する
役員等賠償責任保険契約（Ｄ＆Ｏ保険）を締結しており、被保険者がその職務の執行に関
し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じる損害を
填補することとしております。本議案が承認された場合、同氏は当該保険契約の被保険者
となります。なお、当該保険契約は2023年７月に更新を予定しております。

３ 鈴木昌也氏は社外監査役候補者であります。
４ 鈴木昌也氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、当社社外監査役としての在任期間

は、本総会終結の時をもって20年となります。
５ 当社は、鈴木昌也氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、100万円または会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額と
しており、同氏の再任が承認された場合には、同氏との当該契約を継続する予定でありま
す。

６ 当社は鈴木昌也氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に
届け出ております。なお、同氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予
定であります。
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第４号議案 補欠監査役１名選任の件

法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名

の選任をお願いするものであります。

なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

補欠監査役候補者は、次の通りであります。

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

サム・ガーボウ

1963年10月２日生

1989年６月 Golden Harvest (HK) Limited（現Orange Sky Golden

Harvest Entertainment (Holdings) Limited）入社

―

1992年７月 Asia Television Limited入社

1998年２月 Sameway Production Limited入社

2008年３月 Dragon Star Film Limited入社

2017年７月 MBK Asia Limited入社、マネジャー（現任）

2020年６月 当社取締役
(重要な兼職） MBK Asia Limited マネジャー

＜補欠の監査役候補者とした理由及び期待される役割＞

経営から独立した立場で企業経営の健全性の確保、財務会計、内部統制に関する高度な専門知識、ま

た、コンプライアンス経営の推進について、十分な経験と見識を有していることから、当社の監査体制

に適切な助言をいただくことが期待できると判断し、同氏を補欠の監査役候補者といたしました。
(注) １ 候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２ サム・ガーボウ氏は、補欠の監査役候補者であります。
３ 当社は、サム・ガーボウ氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責
任の限度額は、100万円または会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高
い額としており、同氏が承認された場合には、同氏との当該契約を継続する予定でありま
す。

４ 当社は、保険会社との間で、補欠監査役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定
する役員等賠償責任保険契約（Ｄ＆Ｏ保険）を締結しており、被保険者がその職務の執行
に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じる損
害を填補することとしております。本議案が承認された場合、同氏は当該保険契約の被保
険者となります。なお、当該保険契約は2023年７月に更新を予定しております。
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第５号議案 会計監査人選任の件

当社の会計監査人である南青山監査法人は、本総会終結の時をもって任期満了

により退任されます。これにより、監査役会の決定に基づき、新たにフロンティ

ア監査法人を会計監査人に選任することにつき、ご承認をお願いするものであり

ます。

１．フロンティア監査法人を会計監査人の候補者とした理由

監査役会がフロンティア監査法人を会計監査人の候補者とした理由は、フロン

ティア監査法人が当社の会計監査人に求められる専門性、監査品質、ならびに独

立性等を有し、監査業務の実施体制及び監査報酬の水準等を総合的に勘案した結

果、当社の会計監査が適正かつ妥当に行われることを確保する体制を備えている

と判断したためであります。

２．会計監査人候補者

会計監査人候補者は次のとおりであります。

名 称 フロンティア監査法人

主たる事業所所在地
東京都品川区西五反田二丁目25番３号フロンティアビ
ル

沿 革 2007年２月 設立

資 本 金

資 本 金 10,000千円

構 成 人 員

代表社員 公認会計士 ７名

専門職員 公認会計士
(非常勤を含む)

29名

監査関与会社 12社

以上
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Ｂ１Ｆ

４Ｆカンファレンス入口

至 千代田線乃木坂駅 至 日比谷線六本木駅

タクシー乗り場車寄せ入口

ミッドタウン・
ウエスト

ミッドタウン・タワー

GALLERIA PLAZA

P3

P3

B2F-1F

B2F-B1F

セブン
イレブン

東京ミッドタウン・
ホールＡ

東京ミッドタウン・
ホールＢ

ミッドタウン・
イースト

TSUTAYA
BOOKS
STORE

ART「意心帰」

24h

B2F-2F

H

B1F-7F

オフィスエントランス
タワー入口

大江戸線六本木駅

（詳細）東京ミッドタウン　地下１階
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Ｎ至 赤坂

ミッドタウン・タワー２番出口２番出口

乃木坂駅前
郵便局

乃木坂駅前
郵便局

アマンドアマンド

３番出口３番出口

東京メトロ
千代田線
乃木坂駅

国立新美術館国立新美術館

東京
ミッドタウン西
東京
ミッドタウン西

都営大江戸線
六本木駅

東京メトロ日比谷線
六本木駅

六本木ヒルズ

飯倉片町飯倉片町

飯倉出口飯倉出口

六本木六本木

六
本
木
通
り

六
本
木
通
り

六本木六六本木六

至 青山至 青山

至 

渋
谷

至 

渋
谷

至 

霞
が
関

　 

出
入
口

至 

霞
が
関

　 

出
入
口

飯倉入口飯倉入口

東京メトロ南北線
六本木一丁目駅

１番出口

六本木Tキューブ六本木Tキューブ

三菱UFJ銀行三菱UFJ銀行

外苑東通り

外
苑
東
通
り

１Ｆ

至 千代田線乃木坂駅 至 日比谷線六本木駅外苑東通り

ミッドタウン・イースト

ART「妙夢」

ミッドタウン・
ウエスト

ミッドタウン・タワー

オフィスエントランス

ビッグ・キャノピー

orangé 
FUJIFILM
SQUARE

B2F-2F

B2F-1FB2F-3F
P3P2

24h

B2F-1F

B1F-7F

タワー入口

GALLERIA
PLAZA

大江戸線
六本木駅

H

４Ｆカンファレンス入口

株主総会会場ご案内図
（詳細は前頁をご参照下さい）

会場：東京都港区赤坂九丁目７番１号
東京ミッドタウン　ホール＆カンファレンス　Room１+２

（ミッドタウン・タワー４階）

最寄駅
六本木駅
 都営大江戸線 ：８番出口より直結
 東京メトロ日比谷線 ：４ａ出口側から地下通路を経由し､８番出口より直結
乃木坂駅
 東京メトロ千代田線 ：３番出口より徒歩約３分
六本木一丁目駅
 東京メトロ南北線 ：１番出口より徒歩約10分

※お車でのご来場は、当日、道路渋滞の可能性がございますので、なるべく
ご遠慮願います。
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電子提供措置の開始日 2023年６月６日

株 主 各 位

第99回定時株主総会

その他の電子提供措置事項

（交付書面省略事項）

マーチャント・バンカーズ株式会社
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事業報告の一部の項目

１．企業集団の現況に関する事項

(6) 財産及び損益の状況

期 別
区 分

第96期

2020年３月期

第97期

2021年３月期

第98期

2022年３月期

第99期
(当連結会計年度)
2023年３月期

売 上 高 (千円) 2,448,693 1,635,788 2,720,178 4,352,285

経 常 利 益 (千円) 108,121 132,860 218,995 144,101

親会社株主に帰属する当期
純利益又は当期純損失(△)

(千円) 83,527 △44,087 70,735 △66,113

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 3.00 △1.58 2.48 △2.25

総 資 産 (千円) 10,858,545 10,517,645 10,847,622 10,181,577

純 資 産 (千円) 3,529,420 3,473,567 4,127,292 3,931,845

(注) １ 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
２ 2020年３月期は、収益用不動産の増加、国内事業に対する投資回収の収益により、売上高

は増加しました。利益水準では、営業利益が増加したものの、主力施設となる「加古川プ
ラザホテル」の大規模改修工事に伴う期間休業が影響し、経常損失となりました。親会社
株主に帰属する当期純利益は、当社が保有する投資有価証券の一部を売却したことにより
投資有価証券売却益を計上したことにより、大幅な損失から好転し、黒字となりました。

３ 2021年３月期は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けることなく、安定的に推移しま
した賃貸収入、販売用不動産売却による収益等が大きく貢献したものの、2020年11月末に
主力施設となる「加古川プラザホテル」の運営撤退により売上高は減少しました。利益水
準では、営業利益、経常利益が増加したものの、「加古川プラザホテル」の運営撤退に伴い
発生したのれん・固定資産等の理由により親会社株主に帰属する当期純利益は、赤字とな
りました。

４ 2022年３月期は、当社が保有する収益不動産の一部を売却したことと、国内及び海外事業
に対する投資収益が大きく貢献したことにより、売上高は増加しました。利益水準では、
利益水準では、営業利益・経常利益共に前年度よりも大幅に増加したことにより、親会社
株主に帰属する当期純利益は黒字となりました。

５ 2023年３月期については「(1) 事業の経過及びその成果」に記載の通りであります。
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(7) 主要な事業内容
当社グループは、マーチャント・バンキング事業及びオペレーション事業を主な

事業とし、併せてこれらに付帯する事業を営んでおります。

事 業 部 門 事 業 内 容

マーチャント・バンキング事業 国内外の企業及び不動産への投資

オ ペ レ ー シ ョ ン 事 業 宿泊施設、飲食施設及びボウリング場の運営

(8) 主要な営業所及び工場

当 社 本 社 （東 京 都 港 区 西 麻 布）

株 式 会 社 ケ ン テ ン
（子会社）

（東 京 都 港 区 西 麻 布）

株 式 会 社 MBK ハ ウ ス マ ネ ジ メ ン ト
（子会社）

株式会社エストニアン・ジャパン・
トレーディング・カンパニー・ホールディングス

（子会社）

株 式 会 社 ホ テ ル シ ス テ ム 二 十 一
（子会社）

娯楽TVメディア・コンテンツ株式会社
（子会社）

株式会社エストニアン・ジャパン・
ト レ ー デ ィ ン グ ・ カ ン パ ニ ー 日 本

（子会社）
（東 京 都 港 区 六 本 木）

Estonian Japan Treding Company AS
（子会社）

（エ ス ト ニ ア）

O'Pen Eesti OÜ
（子会社）

（エ ス ト ニ ア）

（注）2022年12月１日付で、MBKバイオテック株式会社は株式会社MBKハウスマネ
ジメンに商号変更しております。
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(9) 従業員の状況

従業員数 前連結会計年度末比増減

18名 12名減

(注) １ 当連結会計年度末の企業集団における状況を記載しております。
２ 従業員数には、従業員兼務取締役、執行役員、契約社員及び当社グループへの出向者を含

み、当社グループ外への出向者及び臨時従業員（パートタイマー、嘱託、顧問及び派遣社
員）を含んでおりません。

３ 従業員が前連結会計年度末より12名減少しておりますが、主に撤退による事業所の減少に
よるものであります。

(10)主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高（千円）

近 畿 産 業 信 用 組 合 1,534,094

株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 1,013,600

株 式 会 社 き ら ぼ し 銀 行 828,942

ス ル ガ 銀 行 株 式 会 社 550,632
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２．会社の株式に関する事項

(4) 大 株 主（上位10名）

株 主 名 持株数 持株比率

アートポートインベスト株式会社 9,756,100株 33.33％

トータルネットワークホールディングスリミテッド 5,426,800株 18.54％

株式会社JKMTファイナンス 4,577,900株 15.64％

株式会社ぽると 3,185,100株 10.88％

JPモルガン証券株式会社 312,700株 1.07％

株式会社ケイ・アイ・シー 250,000株 0.85％

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 231,700株 0.79％

ビーエヌワイエム エスエーエヌブイ ビー
エヌワイエム ジーシーエム クライアント
アカウンツ エム アイエルエム エフィー

205,636株 0.70％

ホワイトナイト インベストメント リミテッド 200,000株 0.68％

上田八木短資株式会社 163,400株 0.56％

(注) １ 持株比率は自己株式 218,714株を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項

(4) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先である法人等と当社との関係

該当事項はありません。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。

③ 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

社外取締役 西 村 豊 一

当事業年度開催の取締役会には、在任の間31回中
30回出席し、会社の経営管理に関する豊富な経験と
幅広い見識を生かし、疑問点等を明らかにするため
適宜質問し、適切な意見を述べております。

社外監査役 片 山 喜 包

当事業年度開催の取締役会には31回中全31回、また
監査役会には19回中全19回出席し、企業の内部監査
部門に関する豊富な知識・経験を生かし、疑問点等
を明らかにするため適宜質問し、適切な意見を述べ
ております。

社外監査役 鈴 木 昌 也

当事業年度開催の取締役会には31回中29回、また監
査役会には19回中全17回出席し、公認会計士の立場
から、疑問点等を明らかにするため適宜質問し、適
切な意見を述べております。

社外監査役
家 形 博

(注) ２

当事業年度開催の取締役会には31回中22回、また監
査役会には19回中全12回出席し、豊富な知識・経験
を生かし、疑問点等を明らかにするため適宜質問し、
適切な意見を述べております。

(注)１ 会社法第370条に定める取締役会の決議の省略を適用した取締役会の回数は除いておりま
す。

２ 社外監査役の家形博につきましては、2022年11月に就任後の状況を記載しております。
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５．会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度末日に当社役員が保有する新株予約権等の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社従業員等に交付した新株予約権等の

状況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。

６．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

南青山監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22,800千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額

22,800千円

(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく
監査の監査報酬等の額を明確に区別しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年
度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由

当監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指

針」を踏まえ、監査計画における監査時間及び監査報酬の推移並びに過年度の監査

計画と実績の状況を確認し、報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、会計監査人

の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

(4) 非監査業務の内容

該当事項はありません。
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(5) 子会社の監査に関する事項

該当事項はありません。

(6) 責任限定契約

該当事項はありません。

(7) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

会計監査人が会社法第340条第１項の解任事由に該当し、または監督官庁から監査

業務停止処分を受けるなど、当社の監査業務に重大な支障をきたす事態が生じ、こ

れらにより当該会計監査人の解任または不再任が相当であると判断されるに至った

ときは、監査役会は、監査役全員の同意により会計監査人を解任し、または株主総

会に提出する会計監査人の解任・不再任議案の決定を行うなど必要な対応を講じま

す。

７．業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概要

(1) 業務の適正を確保するための体制

当社は、取締役会において、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること

を確保するための体制その他会社の業務の適正を確保するための体制について、以

下の通り基本方針を決定しております。

１．取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

① コーポレート・ガバナンス

(ⅰ) 取締役会は、法令、定款、株主総会決議、決裁権限規程、企業倫理綱領、

行動規範、取締役会規程に従い、経営に関する重要事項の決定を行うとと

もに、取締役の職務執行を監督いたします。取締役会は、取締役会付議・

報告基準を整備し、当該基準に則って業務執行を決定するものとしており

ます。

(ⅱ) 代表取締役社長は、取締役会から委任された業務執行の決定を行い、この

決定、取締役会決議、社内規則に従い職務を執行するものとしておりま

す。
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(ⅲ) 取締役会が取締役の職務執行の監督を行うため、取締役は、会社の業務執

行状況を取締役会報告基準に従って取締役会に報告いたします。取締役

は、他の取締役の職務執行を相互に監視・監督するものとしております。

(ⅳ) 取締役の職務執行状況は、監査役監査基準及び監査計画に基づき監査役の

監査を受けるものとしております。

② コンプライアンス

(ⅰ) 取締役及び従業員は、全役職員がとるべき行動の基準、規範を定めた「倫

理綱領」「行動規範」及びその他の社内規程に従って行動するものとして

おります。

(ⅱ) 経営管理部をコンプライアンス推進部門とし、取締役会の指揮に基づき当

社のコンプライアンス体制を整備するとともに、全役職員に対する研修・

教育を行い周知徹底を図っております。

(ⅲ) 従業員は、法令、定款、社内規程等に違反する行為、又は合理的にその懸

念があると思われる行為等を知ったときは、その職務上義務がない場合で

も、社内の通報窓口または社外の弁護士に通報できるものとしておりま

す。内部通報制度については、通報者の保護を図り報復行為を禁じる等、

社内規程の定めに基づき、この体制を維持いたします。

③ 財務報告の適正確保のための体制整備

(ⅰ) 当社は、経理規程その他の社内規程を整備するとともに、会計基準その他

関連諸法令を遵守し、財務報告の適法性・適正性を確保するための社内体

制を構築しております。

(ⅱ) 当社は、財務報告の適正性等を確保するための社内体制につき、その整

備・運用状況を評価・改善する体制を構築しております。

④ 内部監査

当社は、社長直轄の内部監査室を設置しております。内部監査室は、内部監

査規程に基づき業務全般に関し、法令、定款、社内規程の遵守状況、職務執行

の適切性等につき内部監査を実施し、社長、取締役会及び監査役に対し、内部

監査結果を報告しております。内部監査室は内部監査指摘事項につき、是正・

改善状況を社長、取締役会及び監査役に対し報告しております。
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２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 情報の保存・管理

取締役の職務の執行に係る文書その他の情報については、法令、社内規程を

遵守し、文書管理規程その他の社内規程の定めに従って、漏洩等のないよう十

分な注意をもって適切に保存・管理しております。

② 情報の閲覧

取締役及び監査役はいつでも前項の情報の閲覧ができるようになっておりま

す。

③ 情報の開示

法令、取引所適時開示規則に従って、必要な情報開示を行っております。

３．当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社は、社内規程の定めに基づき、当社グループ全体のリスクを厳格に管理

し、企業経営の安定性及び健全性の維持を図っております。

② 経営管理部は、監査役及び内部監査室と連携し、各部門のリスク管理体制整

備を支援し、全社の部門横断的リスク管理体制を構築しております。

③ 当社の各業務部門は、担当分野のリスク管理体制を整備・構築しております。

内在するリスクの認識・分析・評価に基づき適切な対策を実施し、継続的に

リスク管理体制の見直しを行っております。

④ 当社は、当社グループにおける危機発生の際に、被害拡大を防止し、迅速な

復旧を可能とするための体制を整えております。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制の基盤であ

る取締役会を月一回定期的に、また、必要に応じて適時に開催しております。

② コンプライアンス及びリスクにかかる重要事項については、取締役会の決議

又は報告事項としております。

③ 取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程、職

務権限規程ほかの社内規程において、その責任者、業務執行手続きの詳細に

ついて定め、もって職務執行の業務効率性を確保しております。
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５．当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 当社グループ各社は、共通の「倫理綱領」「行動規範」を基本の社内規程とす

るようにしております。

② 当社は、関係会社管理規程等の社内規程に従い、子会社を統括管理する部門

において当該子会社の全般的管理を行っております。また、子会社の資金管

理、財務報告、コンプライアンスに係る業務については、必要に応じて、当

社の担当部門が直接子会社を指揮、指導、管理するものとしております。

③ 子会社の業務活動全般についても、内部監査室による内部監査の対象として

おります。

６．監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従

業員に関する事項

監査役が必要とした場合は、監査役の職務を補助する従業員を置くものといた

します。

７．前号の従業員の取締役からの独立性に関する事項及び監査役の当該従業員に対

する指示の実効性の確保に関する事項

監査役の職務を補助する従業員に対する指揮命令権限は、監査役、監査役会に

属しており、その任用、異動、評価、処分は、監査役会の同意を必要とするもの

とし、取締役からの独立性を確保しております。
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８．取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制及びその他の監査役への報

告に関する体制

① 重要会議への出席

監査役は、取締役会、ほかの重要な会議に出席し、取締役等からその職務の

執行状況等を聴取し、関連資料を閲覧し、説明・報告を求めることができるも

のとしております。

② 取締役等の報告義務

(ⅰ) 取締役及び従業員は、監査役会・監査役が説明・報告を要求した場合に

は、その要求内容を監査役に説明・報告しなければならないものとしてお

ります。

(ⅱ) 取締役は、法令が定める事項のほか、(a)財務・業務に重大な影響を及ぼ

すおそれのある決定等の内容、(b)コンプライアンスの状況、(c)業績・業

績見直し発表内容、等につき直ちに監査役に報告するものとしておりま

す。

(ⅲ) 取締役及び従業員は、(a)当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、

(b)重大なコンプライアンス違反につき、直接監査役に報告することがで

きるものとしております。

(ⅳ) 当社及び子会社の役員及び従業員は、監査役への報告を行ったことを理由

として、 不利益な取扱いを受けないものとしております。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制、並びに監

査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職

務の執行について生ずる費用の処理に係る方針に関する事項

① 内部監査室と監査役の連携

内部監査室は、監査役との間で内部監査計画を協議し、内部監査結果を監査

役に報告する等、密接な連携を行うものとしております。また、監査役及び内

部監査室は、会計監査人とも密接な連携を行っております。

② 外部専門家の利用

監査役は、その職務の執行につき必要と認められる場合には、取締役会又は

取締役の事前承認を受けることなく、弁護士、公認会計士、コンサルタントそ

の他の外部アドバイザーを任用できるものとしております。

③ 前記②のほか、監査役の職務の執行について生じた費用は、監査役の請求に

従い、会社が負担するものとしております。

― 12 ―

2023年06月05日 17時14分 $FOLDER; 48ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



10．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制の整備

当社グループの役員及び従業員等は、反社会的勢力に対して、その圧力に屈す

ることなく毅然とした態度で臨むものとし、そのための社内規則及び社内体制を

整備し、適切に運用することを基本方針といたします。

投資先や取引先の選定にあたっては、所定の審査手続きのなかで、反社会的勢

力の排除を重要な事項と認識し徹底してまいります。

万一反社会的勢力による不当要求等の問題が生じた場合は、代表取締役社長の

指揮のもと、所管部門である経営管理部が事務局となり、顧問弁護士等の専門家

と連携のうえ、適切な対応を行うことといたします。

今後とも当社グループは、こうした方針を徹底するため、役員及び従業員等に

向けた社内研修等の取り組みに努めてまいります。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度におきましては、前記「業務の適正を確保するための体制」に則った

運用を実施しており、その主な取組みは以下のとおりです。

① コーポレート・ガバナンスの強化について

取締役及び監査役は、適切なコーポレート・ガバナンス体制の構築を重要な

経営課題の一つとして認識し、勉強会を定期的に開始するなど、当社における

コーポレート・ガバナンスのあり方について、継続的に検討及び検証を行って

おります。

② 内部監査活動について

内部監査室は、監査役及び会計監査人と連携して日々の内部監査活動を実施

しております。また、財務経理部等の各業務執行部門は、内部監査活動を効率

的に行うため、積極的に協力しております。

③ コンプライアンス体制について

当社では、経営管理部をコンプライアンス推進部門とし、当事業年度におい

て当社事業所およびグループ各社の従業員等へコンプライアンス研修教育を行

い、周知徹底を図っております。

④ リスク管理体制について

当社では、重要なリスク情報が、迅速に取締役会に報告されるための体制を

構築しております。また、当社グループのリスク管理に関わる重要な事項につ

いては、取締役会において報告され、必要な決定を行っております。
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⑤ 財務報告及び情報開示に関する体制について

会計監査人との間では、経理部門のほか、取締役、監査役及び内部監査部門

が頻繁に意見交換、情報共有を行っております。また、各種の情報開示につい

ては、代表取締役社長及び担当役員の監督の下で、法令及び証券取引所が定め

る諸規則に従って、迅速かつ適切な開示を行うことのできる体制を整備してお

ります。

⑥ 監査役の職務の執行について

各監査役は、取締役会をはじめ重要な会議へ出席するほか、経営上重要な事

項について、取締役及び使用人からの報告や実地調査により監査を行っており

ます。

８．株式会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方

針につきましては、特に定めておりません。
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等

(1) 連結の範囲等に関する事項

① 連結子会社の数及び連結子会社の名称

連結子会社の数 ８社

主要な連結子会社の名称

株式会社ホテルシステム二十一

株式会社ケンテン

株式会社MBKハウスマネジメント

株式会社エストニアン・ジャパン・トレーディング・カンパニー・ホール

ディングス

Estonian Japan Treding Company AS

株式会社エストニアン・ジャパン・トレーディング・カンパニー日本

O'Pen Eesti OÜ

娯楽TVメディア・コンテンツ株式会社

連結子会社の増加した理由

当社は、当連結会計年度において娯楽TVメディア・コンテンツ株式会社の

株式取得を行ったことにより、新たに連結の範囲に含めております。

② 非連結子会社の状況

主要な非連結子会社の名称

MBK Asia Limited

連結の範囲から除いた理由

上記の非連結子会社は小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純

損益、及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重

要な影響を及ぼしていないためであります。

③ 議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等を子会社としなか

った会社等の名称等

該当事項はありません。
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④ 支配が一時的であることと認められること等により、連結の範囲から除かれ

た子会社の財産または損益に関する事項

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した非連結子会社または関連会社の数及び主要な会社等の名称

該当事項はありません

② 持分法を適用していない非連結子会社または関連会社の名称等

主要な会社等の名称

（非連結子会社）

MBK Asia Limited

（関連会社）

有限会社エス・フィールド

持分法を適用しない理由

持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象

から除いても連結 計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため持分法の 適用から除外しております。

③ 議決権の100分の20以上、100分の50以下を自己の計算において所有している

会社等のうち関連会社としなかった会社等の名称等

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の決算日等に関する事項

株式会社ホテルシステム二十一、株式会社ケンテン、株式会社MBKハウスマネジ

メント、株式会社エストニアン・ジャパン・トレーディング・カンパニー・ホー

ルディングス、娯楽TVメディア・コンテンツ株式会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。

Estonian Japan Treding Company AS、株式会社エストニアン・ジャパン・トレ

ーディング・カンパニー日本、O'Pen Eesti OÜの決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成に当たっては12月31日現在の計算書類を採用しておりますが、

連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っており

ます。
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(4) 会計方針に関する事項

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

投資事業組合等への出資金については⑨「投資事業組合等の会計処理」

に記載しております。

② デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は、収益性

の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

④ 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお主な耐用年数は以下の通りであります。

建物及び構築物 10～47年

工具、器具及び備品 ４～15年

機械装置及び運搬具 10年

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額

まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。
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⑤ 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率を基礎として、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

⑥ 重要な収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の主な事業は、マーチャント・バンキング事業とオペレ

ーション事業であります。

マーチャント・バンキング事業は不動産の販売事業を行っており、マンショ

ン等の販売によって得られる収益は、顧客へ不動産を引き渡した時点で認識し

ています。

オペレーション事業では、宿泊施設運営事業、店舗運営事業及び給食業務受

託事業を行っております。宿泊施設運営事業及び店舗運営事業に関しては、約

束した財の引き渡し、またはサービスの支配が顧客に移転もしくは提供が完了

し、かつ、対価が成立したと判断される時点で収益を認識しております。給食

業務受託事業に関しては、顧客に提供するサービス契約に従って、財又はサー

ビスを顧客に移転した一時点で収益を認識しております。

⑦ 重要なヘッジ会計の方法

(イ) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップの特例処理の対象

となる取引については特例処理を採用しております。

(ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………金利スワップ

ヘッジ対象………借入金

(ハ) ヘッジ方針

当社の内部規程で定めるリスク管理方法に基づき、金利変動リスクをヘッ

ジして おります。
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(ニ) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計額を比較し、両者の変動額を基

礎にして判断しております。但し、特例処理の対象となる金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略しております。

⑧ 営業投資の会計処理
当社グループが営業投資目的で行う投資（営業投資）については、営業投資

目的以外の投資とは区別して「営業投資有価証券」として「流動資産の部」に
まとめて表示しております。また、営業投資から生ずる損益は、営業損益とし
て表示することとしております。なお、株式等の所有により、営業投資先の意
思決定機関を支配している要件及び営業投資先に重要な影響を与えている要件
を形式的に満たすこともありますが、その所有目的は営業投資であり、傘下に
入れる目的で行われていないことから、当該営業投資先は、子会社及び関連会
社に該当しないものとしております。

⑨ 投資事業組合等の会計処理
当社グループは投資事業組合等の会計処理を行うに際して、投資事業組合等

の財産の持分相当額を「営業投資有価証券」、「投資有価証券」または「出資金」
(以下「組合等出資金」という。）として計上しております。投資事業組合等へ
の出資時に「組合等出資金」を計上し、投資事業組合等から分配された損益に
ついては、損益の純額に対する持分相当額を売上高として計上するとともに同
額を「組合等出資金」に加減し、投資事業組合等からの出資金の払戻について
は「組合等出資金」を減額させております。

⑩ 消費税等の会計処理
控除対象外消費税等については、前払費用及び長期前払費用に計上し、５年

間で均等償却を行っております。
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⑪ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、対象事業の経営の見通し等を考慮し、10年以内で

均等償却しております。
⑫ グループ通算制度の適用

当社および連結子会社は、グループ通算制度を適用しております。

２．会計方針の変更に関する注記

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号

2021年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度

の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱

いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することとしております。

これにより連結計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

事業運営にかかる固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(マーチャント・バンキング事業)

減損損失 95,300千円

(オペレーション事業)

減損損失 41,694千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

事業運営に係る固定資産については、事業所または物件を基準としたグルーピ

ングを行っており、将来の事業計画を基礎として算定した将来キャッシュ・フロ

ーを見積り、減損損失の計上要否の判定及び減損損失額の算定を行っております。

将来の事業計画には市場動向に基づく将来の売上高を主要な仮定として織り込

んでおります。

当該見積りは、将来の不確実な経済状況の変動等によって影響を受ける可能性

があり、実際の各事業所または物件の業績が見積りに用いた事業計画と乖離した

場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において、事業運営に係る固定資産の

金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 832,380千円

(2) 担保に供している資産

建物及び構築物 3,583,088千円

土地 3,833,389

計 7,416,478千円

上記に対応する債務

１年内返済予定の長期借入金 228,690千円

長期借入金 5,504,191

計 5,732,882千円

(3) 保有目的の変更

当連結会計年度において、有形固定資産の建物、工具器具備品及び土地として

計上していた資産の一部について、保有目的を変更したため、下記の通り販売用

不動産に振り替えております。なお、当該資産は、当連結会計年度末までに譲渡

が完了しております。

販売用不動産 2,513,289千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数

普通株式 29,489,890株

(2) 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日
効 力
発生日

2022年
５月13日
取締役会

普通株式 利益剰余金 58,979 2.0
2022年
３月31日

2022年
６月29日

(3) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

無配につき、該当事項はありません。
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(4) 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株

式の数

該当事項はありません。

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取り組み方針

当社グループは、マーチャント・バンキング事業における新規投資及び投資

回収の計画及びオペレーション事業における設備投資計画などに照らして、必

要な資金を、主に銀行借入により調達しております。一時的な余資は、主に銀

行預金など流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行等

からの借入により調達しております。デリバティブは、主に後述するリスクを

回避するために利用しており、原則として投機的な取引は行わない方針です。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係わるリスク

営業債権である売掛金等は、顧客の信用リスクにさらされております。

海外で事業を行うに当たり生じる外貨建ての金融資産等は、為替の変動リス

クにさらされており、過度のリスクが生じることのないよう後述のデリバティ

ブ取引などを利用してヘッジを行うことがあります。

営業投資有価証券はマーチャント・バンキング事業の主たる事業の一つであ

る営業投資のための株式及び出資金等であり、投資有価証券は主に業務上の関

係を有する企業または非連結会社の株式及び出資金等です。これらは、投資先

企業の財務状況により価値が下落するリスク、不動産ファンドや上場有価証券

などについては市場リスク、外貨建てのものについては為替リスクなどにさら

されております。

営業債務である買掛金等は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日の円建て

の債務です。

借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、投資や設備投資

などに係る資金調達を目的としたものであり、償還日または返済期日につき、

10年を超える長期間で設定しているものもあります。

当社グループが利用するデリバティブ取引は、借入金にかかる支払金利の変

動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引と、外貨建ての営業投

資資産、金融資産及び営業債権債務に係る為替リスクに対するヘッジを目的と

した為替予約及び為替スワップ取引です。なお、当連結会計年度末現在におい

ては、金利スワップ取引を行っております。

― 22 ―

2023年06月05日 17時14分 $FOLDER; 58ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



③ 金融商品に係るリスク管理体制

(ア) 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権は売掛金等については、主にオペレーション事業において経常的

に発生しており、各事業所の担当部門が、所定の手続きに従い、債権の回収

状況を定期的にモニタリングし、支払遅延の早期把握や回収リスクの軽減を

図っております。

また、マーチャント・バンキング事業における営業債権は投資回収時など

に不定期に発生するものであり、営業部門が、管理部門と連携して、個別取

引ごとに回収までの期間や取引の相手方の信用状況などを総合的に判断した

上で取引の実行を決定し、約定に従った債権回収に至るまでモニタリングを

行っております。特に金額等の重要性が高い取引については、取締役会にお

いて、取引実行の決定や回収状況の報告などを行います。

営業投資有価証券及び投資有価証券については、国内外の企業向けのもの

については、発行体（取引先企業、関連会社等）の財務状況等を継続的に把

握することに努めており、状況に応じて随時保有方針の見直しなどを行って

おります。

(イ) 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、

金利スワップ取引を利用することがあります。また、当社グループは、外貨

建ての金融債権債務、営業債権債務について、過度の為替リスクを回避する

ため、為替予約または為替スワップを利用して、当該リスクをヘッジするこ

とがあります。

営業投資有価証券及び投資有価証券のうち、不動産ファンドや有価証券な

ど市場リスクのあるもの、または外貨建てのものについては、定期的に時価

や為替レートの変動による影響等を把握し、保有方針の見直しなどを行って

おります。

デリバティブ取引の執行・管理については、所定の手続きに従い、財務部

門が決裁担当者の承認を得て行っております。また、重要な取引があった場

合は、取締役会に報告することとしております。

― 23 ―

2023年06月05日 17時14分 $FOLDER; 59ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



(ウ) 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス

ク）の管理

当社グループは、営業部門が企画・立案する新規投資または投資回収の計

画に基づき財務部門が適時に資金繰り計画を作成・更新し、必要な手許流動

性を確保することや予め必要な資金調達を行うことにより、流動性リスクを

管理しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次の通りであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めてお

りません。（（注）をご参照ください。）また、現金は注記を省略しており、預金、

受取手形及び売掛金、支払手形及び買掛金は短期間で決済されるため時価が帳簿

価額に近似することから、注記を省略しております。
(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額

時 価 差 額

① 投資有価証券

その他有価証券 67,983 67,983 －

② 長期借入金（１年内返済予定
の長期借入金を含む）

5,882,577 5,703,336 △179,241

③ デリバティブ取引 － － －

(注) 市場価格のない株式等

(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 23,429

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に

応じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場

価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイ

ンプットを用いて算定した時価
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レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価の算

定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合

には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、

時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
(単位：千円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券株式 67,983 － － 67,983

デリバティブ取引 － － － －

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
(単位：千円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（１年内返済予定
の長期借入金を含む）

－ 5,703,336 － 5,703,336

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処

理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。（下記「長

期借入金」参照。）

長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間および信用リスクを加味した利率

を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。なお、変

動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（上記「デリバティブ

取引」参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を用いて算定しており

ます。
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７．収益認識に関する注記

(1) 収益の分解情報
(単位：千円)

報告セグメント

その他 合計マーチャント・
バンキング事業

オペレーション事業 合計

不動産事業 3,125,746 ― 3,125,746 ― 3,125,746

店舗運営事業 ― 195,391 195,391 ― 195,391

宿泊施設運営事業 ― 110,654 110,654 ― 110,654

給食業務受託事業 ― 314,525 314,525 ― 314,525

その他 24,247 ― 24,247 ― 24,247

顧客との契約から
生じる収益

3,149,994 620,572 3,770,566 ― 3,770,566

その他の収益（注） 581,719 ― 581,719 ― 581,719

外部顧客への売上高 3,731,713 620,572 4,352,285 ― 4,352,285

(注) 「その他の収益」には「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号 2007年３月30日）

に基づく賃貸収入等及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）

に基づく投資収益が含まれております。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等 (4) 会計方針に関

する事項 ⑥ 重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、

注記を省略しております。
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８．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社グループは、当連結会計年度末時点で、賃貸用マンションなど計20物件の

賃貸用不動産を所有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

当期首残高 当期増減額 当期末残高

8,446,901千円 △1,054,658千円 7,392,242千円 6,758,833千円

(注) １ 連結貸借対照表計上額は取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２ 期中増減額1,054,658千円のうち、主な増加要因は不動産の新規取得1,648,010千円であり、

主な減少要因は販売用不動産への保有目的変更2,481,352千円、減価償却費91,127千円。ま

た固定資産売却損に計上した69,653千円です。

３ 期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を

用いて調整を行ったものを含む。）です。

(3) 賃貸等不動産に関する損益

当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は、266,517千円（賃貸収益は売上高に、主な

賃貸費用は売上原価に計上）であります。

９．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 134円32銭

１株当たり当期純利益 △2円25銭

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

（単位：千円）

資 本 金

株 主 資 本

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 利 益 準 備 金

当 期 首 残 高 3,190,167 761,983 49,594 811,577 19,354

当 期 変 動 額 －

当 期 純 損 失 － － － － －

自 己 株 式 の 取 得 － － － － －

利 益 準 備 金 の 積 立 － － － － －

剰 余 金 の 配 当 － － － － 5,897

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期変動額 (純額 ) － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 5,897

当 期 末 残 高 3,190,167 761,983 49,594 811,577 25,252

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

自 己 株 式 株主資本合計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 107,648 127,002 △20 4,128,727 5,499 4,134,227

当 期 変 動 額

当 期 純 損 失 △45,542 △45,542 － △45,542 － △45,542

自 己 株 式 の 取 得 － － △65,107 △65,107 － △65,107

利 益 準 備 金 の 積 立 △5,897 － － － － －

剰 余 金 の 配 当 △58,979 △58,979 － △58,979 － △58,979

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の当期変動額 (純額 ) － － － － △2,950 △2,950

当 期 変 動 額 合 計 △110,419 △104,521 △65,107 △169,629 △2,950 △172,579

当 期 末 残 高 △2,771 22,480 △65,127 3,959,098 2,548 3,961,647

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場時価のない株式等

移動平均法による原価法

投資事業組合等への出資金については、（9) 投資事業組合等の会計処理

に記載しております。

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の

低下に基づく簿価切り下げの方法により算定)

(4) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く） 定額法

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物 10～47年

構築物 10～38年

機械及び装置 10年

工具器具備品 ４～15年

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで

償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

無形固定資産（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。
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リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(5) 引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権、未収入金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率を基礎として、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(6) 収益及び費用の計上基準

当社の主な事業は、マーチャント・バンキング事業とオペレーション事業であ

ります。

マーチャント・バンキング事業は不動産の販売事業を行っており、マンション

等の販売によって得られる収益は、顧客へ不動産を引き渡した時点で認識してい

ます。

オペレーション事業では、店舗運営事業及び給食業務受託事業を行っておりま

す。店舗運営事業に関しては、約束した財の引き渡し、またはサービスの支配が

顧客に移転もしくは提供が完了し、かつ、対価が成立したと判断される時点で収

益を認識しております。給食業務受託事業に関しては、顧客に提供するサービス

契約に従って、財又はサービスを顧客に移転した一時点で収益を認識しておりま

す。

(7) ヘッジ会計の方法

(イ) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、金利スワップの特例処理の対象と

なる取引については特例処理を採用しております。

(ロ) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………金利スワップ

ヘッジ対象………借入金

(ハ) ヘッジ方針

当社の内部規程で定めるリスク管理方法に基づき、金利変動リスクをヘッジ

しております。
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(ニ) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計額を比較し、両者の変動額を基礎

にして判断しております。但し、特例処理の対象となる金利スワップについて

は、有効性の評価を省略しております。

(8) 営業投資の会計処理

当社が営業取引として営業投資目的で行う投資（営業投資）については、営業

投資目的以外の投資とは区別して「営業投資有価証券」として「流動資産」にま

とめて表示しております。また、営業投資から生ずる損益は、営業損益として表

示することとしております。

なお、株式等の所有により、営業投資先の意思決定機関を支配している要件及

び営業投資先に重要な影響を与えている要件を形式的に満たすこともありますが、

その所有目的は営業投資であり、傘下に入れる目的で行われていないことから、

当該営業投資先は、子会社及び関連会社に該当しないものとしております。

(9) 投資事業組合等の会計処理

当社は投資事業組合等の会計処理を行うに際して、投資事業組合等の財産の持

分相当額を「営業投資有価証券」、「関係会社株式」、「関係会社有価証券」又は

「出資金」(以下「組合等出資金」という。)として計上しております。投資事業組

合等への出資時に「組合等出資金」を計上し、投資事業組合等から配分された損

益については、損益の純額に対する持分相当額を売上高として計上するとともに

同額を「組合等出資金」に加減し、営業者からの出資金の払戻については「組合

等出資金」を減額させております。

(10)消費税等の会計処理

控除対象外消費税等については、前払費用及び長期前払費用に計上し、５年で

均等償却を行っております。

(11)のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、対象事業の経営の見通し等を考慮し、10年で均等償

却しております。

(12)グループ通算制度を適用

当社はグループ通算制度を適用しております。
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２．会計方針の変更に関する注記

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021

年６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から

適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に定める経過的な取扱いに従って、

時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用すること

としております。

これによる計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記

①事業運営に係る固定資産の減損

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

(オペレーション事業)

減損損失 41,694千円

(2) その他見積りの内容に関する理解に資する情報

連結注記表３．会計上の見積りに関する注記に記載した内容と同一であります。

②娯楽TVメディア・コンテンツ株式会社に対する関係会社貸付金の評価

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

貸倒引当金 128,215千円

うち娯楽TVメディア・コンテンツ株式会社に対して計上した貸倒引当金 85,378千円

（同社に対する貸付金の残高） 331,000千円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社の保有する債権に係る損失が見込まれる場合、その損失に充てる必要額を

見積もり、引当金を計上しています。

貸倒懸念債権に区分した娯楽TVメディア・コンテンツ株式会社に対する貸付金

について、財務内容評価法により個別に回収可能性を検討し、その回収不能見込

額は、当該子会社の債務超過の程度、将来事業計画等を考慮した上で総合的に

判断して算定しています。

なお、将来の事業環境の変化等により、支払能力を見直す等の必要が生じた場

合には、翌事業年度において、貸倒引当金が増減する可能性があります。
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４．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 776,650千円

(2) 担保に供している資産

建物及び構築物 3,431,208千円

土地 3,472,897

計 6,904,106千円

上記に対応する債務

１年内返済予定の長期借入金 213,354千円

長期借入金 5,138,763

計 5,352,118千円

(3) 保証債務

関係会社の銀行借入等に対する保証

以下の関係会社の銀行借入等に対して債務保証を行っております。

株式会社エストニアン・ジャパン・トレーディング・カンパニー日本

380,764千円

(4) 保有目的の変更

当事業年度において、有形固定資産の建物、工具器具備品及び土地として計上

していた資産の一部について、保有目的を変更したため、下記の通り販売用不動

産に振り替えております。なお、当該資産は、当事業年度末までに譲渡が完了し

ております。

販売用不動産 2,513,289千円

(5) 関係会社に対する金銭債権または金銭債務

区分表示されたもの以外で関係会社に対する金銭債権または金銭債務の金額は、

次の通りであります。

その他（流動資産） 15,517千円

その他（流動負債） 190,000千円
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５．損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

営業取引（収入分） 24,860千円

営業取引（支出分） 88,812千円

営業取引以外の取引（収入分） 5,609千円

営業取引以外の取引（支出分） 51,030千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数 普通株式 218,714 株

７．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

繰越欠損金 163,411千円

減損損失 74,900

資産除去債務 3,154

関係会社株式評価損 140,475

貸倒引当金 39,265

その他 18,171

繰延税金資産小計 439,379千円

評価性引当額 △439,379千円

繰延税金資産合計 ― 千円

繰延税金負債

その他有価証券差額金 △1,092千円

資産除去債務に対応する除去費用 △1,364

繰延税金負債合計 △2,456千円

繰延税金負債の純額 △2,456千円
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(2) 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

当社は、当事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行してお

ります。これに伴い、法人税及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び

開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に

関する取扱い」（実務対応報告第42号2021年８月12日、以下「実務対応報告

第42号」という。）に従っております。

また、実務対応報告42号32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う

会計方針の変更による影響はないものとみなしております。

８．収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記表７．収益認

識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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９．関連当事者との取引に関する注記

属性 会社等の名称

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社
株式会社ホテルシス
テム二十一

所有
直接

100.0％

連結子会社
役員の兼任

資金の預り
(注)３

190,000 預り金 190,000

子会社

株式会社エストニア
ン・ジャパン・トレ
ーディング・カンパ
ニー・ホールディン
グス

所有
直接
50.0％

連結子会社
役員の兼任

資金の貸付
(注)２

－
関係会社
短期貸付金

151,000

子会社

株式会社エストニア
ン・ジャパン・トレ
ーディング・カンパ
ニー日本

所有
間接
50.0％

連結子会社
役員の兼任

資金の貸付
(注)２

－
関係会社
短期貸付金

10,000

債務保証
(注)１

380,764 ― ―

子会社
娯楽TVメディア・コ
ンテンツ株式会社

所有
直接
100.0%

連結子会社
役員の兼任

資金の貸付
（注）２

331,000
関係会社
短期貸付金

331,000

その他の
関係会社

アートポートインベ
スト株式会社

(被所有)
直接
33.1％

その他の
関係会社
役員の兼任

不動産売却に伴う
手数料(注)４

71,000 ― ―

不動産賃貸収入
(注)５

4,860 ― ―

業務委託費
(注)６

15,461 ― ―

不動産購入に伴う手
数料
(注)７

51,030 未払費用 56,133

その他の関

係会社の子

会社

株式会社ケーエヌア

ール
―

その他の

関係会社の子会

社

役員の兼任

資金の貸付
（注）２

400,000 ― ―

資金の回収
600,000 ― ―

利息の受取
（注）２

3,356 ― ―

(注) １ 子会社の金融機関からの借入について、当社が不動産担保の提供及び連帯保証を行っている

ものであります。なお、当該子会社から担保提供料等は受け取っておりません
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２ 子会社またはその他関係会社の子会社への資金運用のための手元資金について、当社が貸し

付けたものであります。貸付金利は、借入期間、市場金利、金融機関等からの調達金利など

を勘案して、利率を合理的に決定しております。

３ 子会社からの資金の預りについては、当社は無利息にて預り金として保有しております。

４ 販売用不動産の売却に伴う手数料額の決定については、当社が保有しておりました不動産の

売却価格ならびに他社との取引条件等を勘案の上、双方の交渉により決定しております。

５ 賃貸料は、近隣の取引実勢および当該施設の設備投資額を勘案し、１年ごとに交渉のうえ賃

貸料金額を決定しております。

６ 業務委託の内容及び価格の決定については、人件費等のコストを勘案し、両者の協議により

合理的に決定しております

７ 収益不動産の購入に伴う手数料額の決定については、調達金額を勘案し、両者の協議により

合理的に決定しております。

10．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 135円34銭

１株当たり当期純利益 △1円55銭

11．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

以 上
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